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道路環境影響評価の技術手法の 

項目追加（工事中の濁水） 
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１．項目追加の経緯 

道路事業の環境影響評価を支援するための具体

的な調査・予測・評価手法の事例をとりまとめた

「道路環境影響評価の技術手法」（以下、「技術

手法」という）は、利用者である道路事業者から

の要望に応える形で最新の技術的知見を踏まえた

新たな評価項目の追加、評価手法の改正等を行う

ことが求められる。実際に行われた道路環境影響

評価を対象にして、2005(平成17)年度に実施した

技術手法の利用状況の調査１）によると、技術手法

（参考項目及び参考外項目）に含まれていない項

目であっても、実際の道路環境影響評価に採用さ

れている評価項目が存在している。この中で最も

数が多いのは「切土工等、工事施工ヤードの設置、

及び工事用道路等の設置に係る水の濁り」であり、

道路事業者からも調査・予測・評価に際して参考

となる手法の策定を望む意見が寄せられたため、

2006(平成18)年度から検討を進め、この度国土技

術政策総合研究所資料第534号として技術手法に

追加した。 

(http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0534.htm)  

 

図１ 調査、予測、評価の流れ 

２．工事中の濁水に係る予測・評価の手法 

本技術手法の主な対象は、切土工等又はそれに

伴う工事施工ヤードや工事用道路等の設置時に降

雨により発生する濁水・湧水である。調査、予測

及び評価の流れは、道路環境影響評価の基本的要

件を定めるという技術手法の各項目に共通する基

本方針に基づき、図１のように構成した。予測は、

類似事例の引用による推定等により当該工種の実

施により生じる水の濁りの程度を明らかにするこ

とを基本とした。予測結果等から、環境影響はな

い又は極めて小さいと判断される場合以外にあっ

ては、環境保全措置の検討が必要となる。環境保

全措置には、仮設沈砂池（写真１）やシートによ

る裸地の保護（写真２）等が考えられる。評価は、

回避又は低減による評価、及び基準又は目標との

整合性の検討により行うこととした。 

 本手法は全国の道路事業の環境影響評価におい

て活用が始まっている。 

写真１ 

仮設沈砂池 

 

 

 

 

写真２ 

シートによる裸地の保護 
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道路環境影響評価の技術手法の利用状況と課題 
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①事業特性の把握
対象道路辞表の工事計画の概要
・事業実施区域の位置 ・工事計画の概要

②地域特性の把握
・自然的状況
・社会的状況

③項目の選定
切土工等、工事施工ヤードの設置、及び工事用道路等の設置に伴い発生する水の濁りを
公共用水域に排水し、影響を及ぼす可能性のある場合に選定

④調査の手法
切土工等、工事施工ヤードの設置、及び工事用道路等の設置を実施する公共用水域の水
象の状況を既存調査により把握する。資料もしくは文献がない場合又は不備な場合は、現
地調査等によりこれを補う。

⑤予測の手法
切土工等、工事施工ヤードの設置、及び工事用道路等の設置により生じる水の濁りの程

度を明らかにすることにより予測する。

⑥環境保全措置の検討
予測結果等から、環境影響がない又は極めて小さいと判断される場合以外、実行可能な
範囲内で環境保全措置（仮設沈砂池やシートによる裸地の保護等）を検討

⑦評価の手法
事業者により実行可能な範囲内で環境影響が回避・低減されているかどうかを評価
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道路環境影響評価の技術手法 

-自動車の走行に係る騒音の改定 
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１．はじめに 

「道路環境影響評価の技術手法」の各種項目のう

ち「4.1 自動車の走行に係る騒音」においては予

測式を(社)日本音響学会のASJ RTN-Modelによる

こととしているが、2009年(平成21年)4月に最新の

知見がASJ RTN-Model 20081)として公表された。

道路環境研究室ではこの新しい予測式を反映させ

るための検討をし、「道路環境影響評価の技術手

法に関する騒音予測手法検討委員会」（2009年(平

成21年)6月4日、委員長：千葉工業大学付属総合研

究所教授 橘秀樹）での審議を経て2009年(平成21

年)12月に「4.1 自動車の走行に係る騒音」を改定

した2)。目次を図1に示す。事業特性・地域特性の

把握、調査・予測区間の選定、および予測・評価

の手順となる。 

２．主な変更点 

今回の改定での主な変更点は①調査・予測区間

への交差部の追加、②遮音壁による騒音低減量の

計算式の変更、③動力付二輪車による騒音の追加

である。これまで、交差部については予測式が確

立されていなかったため、標準的な調査・予測区

間としていなかったが、ASJ RTN-Model 2008の本

文に簡便で正確さにも支障のない予測式が記載さ

れた。このことを受け、調査・予測区間へ交差部 

図１ 目次 

を追加することとした。また、②および③の改定

により、わずかではあるが改定後の計算値が大き

くなる。図2および図3は遮音壁による減音量を回

折補正量とした計算式および動力付二輪車の騒音

発量を図示したものである。法に基づく環境影響

評価の対象となる道路では、動力付二輪車の影響

はきわめて小さいことも併せて示した。 
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図２ 回折補正量の計算 

図３ 動力付二輪車の騒音発生量 
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